
石川県輪島市内で（令和６年6月11日） 座間市の小松原幼稚園で行った
研修会（令和6年9月17日）

「基本的な指針」 改正などに基づく取り組みの提案
県 「アレルギー疾患対策推進計画」 の実効性を高めるために

NPO法人 アレルギーを考える母の会
神奈川県 アレルギー疾患対策推進協議会 令和7年2月20日（木）



1999年8月設立 2008年4月NPO法人化

「母の会」はアドボカシー団体です

周囲の理解が得られず、孤立してアレルギー
に苦しんでいる患者さんを守り、
健康を回復してもらうために

〇相談活動：年間約400人、一人を大切に、共感と励ましを送り
適切な医療や学校・園・行政によるサポートへ橋渡しします

〇講演会・学習懇談会活動：羅針盤となる「治療ガイドライン」をと
もに学び、自ら治療に取り組むアドヒアランスを育て、自己管理を
可能にします

〇調査・研究、提言活動：建設的で具体的な提案と協力を惜しま
ず、アレルギー患者を支える仕組みづくりを働きかけます

顧問：西間三馨先生（国立病院機構福岡病院名誉院長、日本アレルギー学会元理事長）

最近の活動から
「アナフィラキシー親子のための
懇談会」（令和6年3月9日、横浜）

平成14年（2002年）から毎年開催

〇患者の保護者 〇当事者の代表
〇国立成育医療研究センターアレルギーセンター・総合アレルギー
科診療部長 福家辰樹先生
〇厚生労働省 がん・疾病対策課 課長補佐 中山幸量さん
〇日本ハム株式会社 執行役員・品質保証部長 大石泰之さん

「アレルギーの子を支える専門職
の研修会」（後援：厚労省、文科省など）

令和6年度は3回のオンライン研修会に2,733人が参加
（神奈川県内から252人）、他にオンデマンド配信
（講 師）
〇福家辰樹先生：国立成育医療研究センター
〇今井孝成先生：昭和大学医学部小児科学講座教授
〇古川真弓先生：前都立小児総合医療センター

第2回 「未来をつくる こどもまんなかアワード
内閣府特命担当大臣表彰（令和6年11月）

第69回 「保健文化賞」
（平成29年10月）

第9回 「かながわ子ども・子育て支援大賞」
（平成27年11月）

主な受賞歴



アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針
（令和4年３月改正、患者の生活に関わる改正ポイント）

①地域の施策は自治体が主体的に策定し実施する
〇自治体は自主的、主体的に地域の特性に応じた施策を策定し実施する。そのために業務
を統括する部署の設置又は担当する者の配置に努める。 第五の（2）

〇都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会等を通して地域の実情を把握し、地域のアレル
ギー疾患対策の施策を策定、実施するよう努める。 第五の（2）

②発症予防の取り組みは市町村が主役
〇アレルギー疾患の発症・重症化の予防及び症状の軽減を図る（６か所に記述）、市町村
保健センター等で実施する母子保健事業を通し、適切な保健指導や医療機関への受診勧
奨等、適切な情報提供を実施するよう求める。 第二の（2）

③災害対策も自治体が中心に担う
〇地方公共団体は、食物アレルギーに対応した食品等を適切なタイミングで必要な者へ届
けられるよう、防災担当部署等とアレルギー疾患対策に関わる部署等が連携する。避難
所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、国及び関
係団体からの食料支援も活用した食物アレルギーに配慮した食品の確保等に努める。
第五の（3）

④国は外食・中食における情報提供の取り組みを推進する
〇外食・中食における食物アレルギー表示は、消費者の需要や誤食事故等の実態を踏まえ、
関係業界と連携し実行可能性にも配慮しながら食物アレルギー表示の適切な情報提供に
関する取組等を積極的に推進する。 第二の（2）

停滞していないか？  
学校のアレルギー疾患対策
〇令和５年3月、日本学校保健
会から「令和４年度 アレル
ギー疾患に関する調査報告
書」が公表された。

9年ぶりの調査で、食物ア
レルギー、命にかかわるアナ
フィラキシーやショック症状
を呈する児童・生徒が増え続
けている一方で、調査結果は、
学校現場の取り組みが停滞し
ていることを表していた。中
には、いまだに学校に対応を
「丸投げ」していると思われ
る県もあった。

改正点以外の課題



「基本的な指針」改正などに基づく取り組みの提案

提案① 県が「自主的、主体的に地域の特性に応じた施策を策定し実施する」ために、関連学会、 
研修会等への参加など、担当県職員の力量を高める取り組みを

提案② 発症予防にも資するアレルギーに関する乳幼児期の「保健指導」を課題に位置付け、保
健所、保健福祉事務所等での研修の充実、市町村保健センター等での取り組み推進を

提案③ 災害時に命にかかわる事態が起こりうるアレルギー患者も「要配慮者」とするよう、県
の「災害時における要配慮者支援マニュアル作成指針」の見直しを

提案④ 災害に備えた県内市町村のアレルギー対応を把握し、備蓄など「備え」や発災時の対応
を促す取り組み推進を

提案⑤ 加工食品の義務表示や、「外食・中食」には表示ルールがない現状など、県民のアレル
ギー表示への正しい理解を広める取り組み推進を

提案⑥ 学校のアレルギー対応について、市町村の研修実施状況や県が行う研修の参加状況、誤
食など事故対応を検証し、課題の検討を

提案⑦ 国立病院機構相模原病院を県アレルギー疾患医療拠点病院に指定する（理由：現在の2
拠点病院は横浜市にあり、県中央・西部の県民の利便を高める、国の中心拠点施設がも
つ知見や人材を、さらに県民のために生かしてもらうため）

（次ページ以降に提案の理由）



①地域の施策は自治体が主体的に策定する
・鹿児島県 健康増進課（令和3年9月1日）          
・広島県 健康づくり推進課（10月25日）
・岡山県 健康推進課（10月25日）   
・鳥取県 健康対策課（10月26日）
・島根県 健康推進課（10月26日）
・岩手県 国保健康課（令和4年8月30日）
・宮城県 疾病・感染症対策課（9月1日）
・沖縄県 地域保健課（9月6日）

               
・福島県 健康づくり推進課（9月13日）
・青森県 がん・生活習慣病対策課（9月20日）       
・秋田県 保健・疾病対策課（9月21日）
・山梨県 健康増進課（10月７日）          
・長崎県 医療政策課（10月12日）
・佐賀県 健康福祉政策課（10月12日）             
・福岡県 がん感染症疾病対策課（10月13日）
・大分県 健康づくり支援課（10月13日）      
・宮崎県 健康増進課（10月18日）
・熊本県 健康づくり推進課（10月19日）
・新潟県 健康づくり支援課（令和5年9月19日）
・徳島県 健康づくり課（11月9日）                            
・京都府 健康対策課（11月20日） 
・石川県 健康推進課（令和6年3月28日）

県の担当者と意見交換
〇ほとんどの県で一人の担当者がアレルギー疾患対策を担い、他業務と兼務していた。
全く異なる分野から異動しゼロからスタートという人も多かった

〇「施策を立案できる行政担当者の人材育成が必要」との意見が多かった
〇都道府県の担当者が情報を交換でき、他地域の取り組みを知ることができるなど、取
り組み意欲を喚起し、交流や情報で支援する仕組みを作ることが有効と考える

国立保健医療科学院で都道府県の
人材を育成する研修実施を要請

都道府県等の担当者が情報交換な
どを行える会議等の開催を要請

行政が施策を立案・推進する力をみがく取り組み、神奈川県も参加を

国立保健医療科学院の福島靖正院長（当時）に
要請（令和元年10月、公衆衛生学会＝高知）

厚生労働省 がん・疾病対策課長との意見交換でも要請（令
和６年9月、鶴田真也課長、中山幸量課長補佐ら）

令和４年度から研修を開始 会議等を開催する方向

（提案①）学会参加含め県職
員の力量を高める取り組みを



②発症予防の取り組みは区市町村が主役

・妊娠中、授乳中に食物を除去しても食物アレルギーの発
症は予防できない

・食物摂取を遅らせることは、かえって食物アレルギーを
発症させやすくする

・乳児期のアトピー性皮膚炎や痒い湿疹が食物アレルギー
発症のリスクとなる

・発症予防のために完全母乳に過度にこだわる必要はない
・発症予防の取り組みは新生児から始めることができる
・アレルギー反応を抑える「経口免疫寛容」
・アレルギー疾患の発症リスクは努力で減らすことも可能
・正常な皮膚バリアは身の回りにある見えない食べ物もは
ね返す

・皮膚炎を治すことは「アレルギーマーチ」の予防になる
ことが期待される

・妊娠・授乳期、離乳期から大切な「食事の多様性」

妊娠・子育て中の保護者に必要な情報（例） 施策の方向性に「発症予防」
市町村が担う母子保健で取り組み

（基本的な指針）市町村保健センター等で実施
する両親学級や乳幼児健康診査等の母子保健
事業の機会を捉え、妊婦や乳幼児の保護者等
に対する適切な保健指導や医療機関への受診
勧奨等、適切な情報提供を実施する

平成29年11月20日、宮城県気仙沼市「やすらぎ」
で行った「スキンケア講座」（講師は都立小児総
合医療センターアレルギー科 古川真弓先生）

アレルギーの取り組みは、子育て支援の大きな柱（生きづらさを抱えた家族のために）

「子どものアレルギー 知っておきたい最新知識と支援」誌 国立成育医療研
究センターアレルギーセンター・総合アレルギー科診療部長 福家辰樹先生



「母の会」主催オンライン研修会の参加申込者3013人に行った

【アレルギーに関する保健指導の実情や課題に関するアンケート結果】 令和５年度
監修：国立成育医療研究センターアレルギーセンター長 大矢幸弘先生

（母子保健の現場で）アレルギー疾患
に悩む親子に遭遇する機会は7〜8割と非
常に多く、特に「食物アレルギー」では
離乳食や検査結果に関する相談、「アト
ピー性皮膚炎」では医療機関の情報に関
する相談が際立つ。保健指導を通じて適
切な評価と介入が実行出来る医療機関に
つなげることが重要になる。

行政の方々には、保健指導の中心を担う
専門職を対象とする「小児アレルギー」
をテーマとした研修機会や支援のさらな
る充実をお願いしたい。保健センター等
でしっかりと取り組みテーマに位置付け
ていただくことで、子どもや保護者が安
心して生活できる環境づくりに大きく寄
与することが期待される。

（提案②）保健センター等でしっか
りと取り組みテーマに位置付けを

国立成育医療研究センターア
レルギーセンター・総合アレ
ルギー科診療部長 福家辰樹



③災害対策も自治体が中心に担う

災害時のアレルギー疾患対策は、東日本大震災の反省から始まった

○子どもが空腹に耐えかね、ボランテイアからも
らってアレルゲンとなる食物を食べ、命に係わ
る重篤な症状を起こした

○周囲の人に「アレルギーが出ても食べないよりは
いいのだから食べさせろ」と言われた

○ある食べ物を「アレルギーがあるので食べられな
い」と言ったら、「こんな時に贅沢を言うな」
と避難所の担当者に怒られた

○配給の時に「アレルギーがあるので成分表示など
も見せて欲しい」と何度もお願いしたが嫌な顔
をされて困った

○がれきの撤去作業や避難所などのホコリが多い環
境で喘息が悪化したことを感染症と間違われ、
避難所にいられなくなった

○風呂やシャワーを使う回数が限られる環境でアト
ピー性皮膚炎が悪化したことが理解されず「汚
い」などと言われた

○アトピー性皮膚炎が伝染すると思われ避難所を出
なければならなかった

アレルギー患者が困ったこと
（東日本大震災で当会が聞き取り）



第１－４ 避難所における備蓄等 
（１） 食料・飲料水の備蓄 
食物アレルギーの避難者にも配慮し、アルファー米等の白米と牛乳アレ
ルギー対応ミルク等を備蓄する。必要な方に確実に届けられるよう、要
配慮者の利用にも配慮する

第２－７ 食物アレルギーの防止等の食料や食事に関す
る配慮 

（１） 食事の原材料表示 
食物アレルギーの避難者が食料や食事を安心して食べることができるよ
う、避難所で提供する食事の原材料表示を示した包装や食材料を示した
献立表を掲示し、避難者が確認できるようにする
（２） 避難者自身によるアレルギーを起こす原因食品の情報提供 
食物アレルギーの避難者の誤食事故の防止に向けた工夫として（中略）
食物アレルギーの対象食料が示されたビブス、アレルギーサインプレー
ト等を活用する
第２－８衛生・巡回診療・保健
（７）② 生命・身体に配慮を要する避難者への対応  
アトピー性皮膚炎の悪化を避けるための仮設風呂・シャワーを優先的
な使用させることや、喘息など呼吸器疾患の悪化を避けるためのほこ
りの少ない場所への避難などの配慮がなされることが望ましい

避難所における良好な生活環境の確保に
向けた取組指針

(内閣府防災担当 平成25年8月、同28年4月改定)

アレルギー疾患対策の推進に関する
基本的な指針

（厚生労働省 平成29年3月、令和４年３月改正）

第五 その他アレルギー疾患対策の推進に関する重要
事項

（３）災害時の対応
イ 国は、平時から、避難所における食物アレルギー
疾患を有する者への適切な対応に資する取組を地方公
共団体と連携して行うとともに、災害時においては、
乳アレルギーに対応したミルク等の確実な集積と適切
な分配に資するため、それらの確保及び輸送を行う。
また、地方公共団体は、食物アレルギーに対応した

食品等を適切なタイミングで必要な者へ届けられるよ
う、防災担当部署等の被災者支援に関わる部署とアレ
ルギー疾患対策に関わる部署等が連携し、可能な場合
には関係団体や専門的な知識を有する関係職種の協力
を得て、避難所における食物アレルギーを有する者の
ニーズの把握やアセスメントの実施、国及び関係団体
からの食料支援も活用した食物アレルギーに配慮した
食品の確保等に努める。



県はアレルギー患者を含めた 「要配慮者」 支援の方針を
「災害対策基本法」（平成25年6月改正）

第8条の15 施策における防災上の配慮等
高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要
するもの（以下「要配慮者」という）に対する
防災上必要な措置に関する事項

「避難所における良好な生活環境の確
保に向けた取組指針」（内閣府、平成25年8月、
平成28年4月改定）
第１－４ 避難所における備蓄等 
（１） 食料・飲料水の備蓄 
食物アレルギーの避難者にも配慮し、アルフ
ァー米等の白米と牛乳アレルギー対応ミルク
等を備蓄する。必要な方に確実に届けられる
よう、要配慮者の利用にも配慮する

・乳幼児の備え        
・離乳食の備え
・高齢者の備え        
・食べる機能が弱くなった方
の備え

・慢性疾患の方の備え
・食物アレルギーの方の備え
・知っておきたい、災害時の
食物アレルギーのこどもへ
の対応

内容のポイント

農林水産省大臣官房政策課食料安全保障室
（平成31年3月）

（要配慮者の範囲は自治体の裁量）

神奈川県「災害時における要配慮者支
援マニュアル作成指針」（ 令和5年3月）

・高齢者（一人暮らし、寝たきり、認知症）
・身体障がい者（聴覚障がい者、盲ろう者、言

語障がい者、肢体不自由者、内部障がい者）
・精神障がい者
・知的障がい者
・発達障がい者 
・難病患者・小児慢性特定疾病児
・乳幼児・児童 
・妊産婦 
・外国人
・観光客

県が定めた要配慮者の「区分」

（提案③）命にかかわる事態が起こりうるア
レルギー患者も「要配慮者」としてサポートを

「防災基本計画」（令和4年6月 中央防災会議）
被災地方公共団体は、避難所における食物ア
レルギーを有する者のニーズの把握やアセス
メントの実施、食物アレルギーに配慮した食
料の確保等に努めること



厚生労働科学研究(令和2、３年度)

大規模災害におけるアレルギー疾患患者の問題の把握とその解決に向けた研究
（当会も研究協力者として参画）



令和６年能登半島地震、被災した3市3町を中心に行った当会の活動

輪島市

珠洲市

七尾市

能登町

穴水町

志賀町

（地域の人口）令和6年６月現在
輪島市 21,572人 珠洲市 10,923人
能登町 14,456人 穴水町   6,971人
志賀町 17,829人 七尾市 47,041人

主な活動地域 1月15日に初訪問、13日間活動 活動の内容
石川県保健医療調整本部に問い合わせ

（１月13日）

「発災から2週間たつが、今回の災害は超急
性期が長く、今も続いている。アレルギーが
大変になってくるのはこれからだと思う。支
援に入っていただくのは大変にありがたい」

（沖縄県立中部病院の高山義浩医師）

活用した主な情報・資材
〇1月15日＝七尾市、富山県庁
〇3月14日、15日＝穴水町、能登町、珠洲市、
志賀町、輪島市

〇3月26日～28日＝中能登町、七尾市、志賀
町、穴水町、能登町、珠洲市、輪島市、
石川県庁

〇4月11日～13日＝七尾市、穴水町、能登町、
珠洲市、輪島市、志賀町、羽咋市

〇6月10日～12日＝七尾市、穴水町、能登町、
珠洲市、輪島市、志賀町

△6月27日（木）＝石川県庁で打ち合わせ
△5月21日（火）＝防衛省統合幕僚監部参事
官付企画官、内閣府政策統括官（防災担
当）付参事官補佐と面会し要望

・厚労省・学会のサイト「アレルギーポータル」
・災害時のこどものアレルギー疾患対応パンフレット
（日本小児アレルギー学会）

・アレルギー疾患のこどものための ｢災害の備え」パン
フレット（日本小児臨床アレルギー学会）
・知っておきたい乳幼児のスキンケア（横浜市）
・乳幼児スキンケア：動画付き（ERCA）
・母子保健事業で取り組むアレルギー疾患の発症予防・
重症化予防（アレルギーを考える母の会）

・赤ちゃんのアレルギー疾患が気がかりな方へ（同）
・食物アレルギーであることを周囲に知らせるビブス
（ピアサポート F.A.cafe）
・他に環境再生保全機構発行の資料

〇市町の被災者支援担当などと連携、
患者の実情を伝えサポートを要請

〇患者サポートに必要な情報や資材を
提供（自衛隊を含む）

〇訪問した避難所で患者サポート体制
づくりに協力

〇直接連携できる患者をサポート



被災地での活動の様子
七
尾
市
健
康
推
進
課
（
１
月

15
日
）

七
尾
市
内
の
避
難
所
の
様
子
（
1
月

15
日
）

輪
島
市
内
で
（
４
月

12
日
）

珠洲市役所で（３月14日） （ポツンと一つだけ置かれた乳アレルギー用ミルク）



・アレルギー対応食を備蓄していた      3
・アレルギー対応ミルクを備蓄していた   1
・特に準備していなかった                 3

・アレルギー対応食を提供・配布した                4

・アレルギー対応ミルクを提供・配布した                   2
・食事などの原材料情報を見やすく掲示した               2
・ADや湿疹のある人のシャワー等の優先使用     1
・ぜん息患者に埃の少ない場所への避難を配慮               1
・特に要望はなかった                                                   2

・食物アレルギーについて         3
・湿疹やADについて       3
・特に相談や要望はなかった           2

被災した3市3町の 「避難所指針」 に基づく取り組み
当会が行った自治体アンケート結果から（令和6年7月実施）

【災害への備え】

【発災時の対応】

【住民からの相談や要望】

＊数字は自治体数

〇すべての市町の避難所などでアレルギーのアセスメントが行われ
ていた。一方で在宅避難の場合、本人からの申し出がなければニーズ
把握ができなかった

○「アレルギーの子どもが食べられるものがなかった（支援物資が届く
まで）。アレルギー対応食の備蓄は必要だと思った」

○「備蓄食料は全て28品目不使用としていた。しかし、アレルギー患者
を把握する方法や対応の基本に対策がなされていなかったため、避難
所ごとの対応にバラつきが出てしまった」

○「周知用のチラシも県のマニュアルのものを利用した。しかし、内容
の把握や、誰がどのように対応するかなど、細かな打ち合わせができ
ておらず、対応できないことが多かった」

○「避難所にいるアレルギー患者や連絡をくれた患者には対応食を提供
した。ただ未就園児や高校生、成人で在宅避難の場合、本人からの申
し出がなければニーズ把握ができなかった」

○「遠慮せずアレルギーがあると発信してほしい」
〇「アレルギーは見た目では分からず困り感に気づきにくいため、遠慮
なく要望を申し出ていただけるとありがたい」

〇保健センターでは、長期間の断水が続き、皮膚トラブルに悩まされる
子が増えると心配していた。「長期間の断水で入浴やシャワーなどが
使えず、湿疹がでた乳児がいた」



自治体の備蓄
〇アルファ化米
＝〇〇〇〇〇人×
〇〇％×〇食分
〇アレルギー用ミルク
＝1避難所に 〇〇缶

超急性期 急性期 亜急性期 慢性期
（発災から72時間） （発災72時間から１週間） （発災1カ月から3カ月）（発災１週間から１カ月）

地域外からの支援の到着
いつ頃から届くかは予見できない、東日

本大震災では10日かかった地域も

平時から少なくとも2週間分を備蓄することを推奨
（農林水産省 要配慮者のための災害時に備えた食品ストックガイド）

公

助

自

助

②遠慮せず「困っています」と声を上げよう
（避難所でも、在宅避難でも）

①事前、避難所等での積極的な広報と提供 被災者ニーズの把握（アセスメント）
保健部門と防災部門の平時からの連携
配布場所の平時からの明確化

ローリングストック
普段から少し多めに食材、加工
品を買っておき、使ったら使っ
た分だけ新しく買い足していく

公的な情報を活用しよう

（厚生労働省・アレルギー学会）
お 薬
おくすり
手帳

平時から、自治体① と患者ニーズ② をつなぐ取り組みが必要
（災害のフェーズと取り組みイメージ）

（東京都）

(当会が活動してきた被災地)
・東日本大震災（平成23年）

・関東・東北豪雨（平成27年）

・熊本地震（平成28年）

・平成28年台風10号豪雨災害
（岩手県岩泉町）
・九州北部豪雨（平成29年7月）

・西日本豪雨（平成30年7月）

・北海道胆振東部地震（平成30年9月）

・令和元年東日本台風
・令和2年7月豪雨（熊本）
・熱海土石流災害（令和3年）

・令和6年能登半島地震

災害は違っても
課題は共通

平成23年6月30日 宮城県気仙沼市



提供する食事などでは 「避難所の指針」 に基づき原材料情報の掲示を

「特定原材料」を表示しているとされるが、推奨品
目も表記されていて、表示の範囲が分からない

〇「義務表示」の徹底
〇原材料をすべて表示する「書式」を予め作
成しておく必要がある

能登半島地震被災地の避難所で自衛隊が行う給食支援では使用した原材料を掲示する



（都道府県）都道府県アレルギー疾患対策
協議会等での議論を通じた市町村への提
案・取り組み推進

（市区町村）市区町村の備え充実と、備蓄
や災害時の相談窓口などの情報について、
平時からの積極的な広報

（医療機関、患者）保育所・学校などの施
設、健診や医療機関受診の機会を利用し
た、地元自治体の備えと災害時の相談窓
口などの情報提供、自助の促進。被災時
したには遠慮なく「困っていますと声を
上げよう」と周知

【地域で患者ニーズと自治体等の支援をつなぐ取り組みを】

（自助の呼び掛け）



【愛知県資料】 県内54市町村のアレルギー備蓄を公表、全自治体で備蓄

（提案④）県内市町村のアレ
ルギー対応を把握し、備蓄など
「備え」を促す取り組みを

「備えていたことしか、役には立たなかった」
国土交通省東北地方整備局 「東日本大震災の実体験に基づく 災害初動期 指揮心得」

【基本的な考え方】 
食物アレルギーを有する者の割合
は、乳幼児で5～10％、小中学生
で2.5～5％、成人でも数％と推計
される
【乳アレルギー用ミルク】
備蓄用ミルクの3％を、乳たんぱく質消
化調製粉末、調製粉末大豆乳とする

【アルファ化米】
総備蓄量の25%を、特定原材料不使用
のアルファ化米とする

日本小児アレルギー学会 災害対応委員会
(平成30年12月 要旨）

大規模災害対策におけるアレルギー
用食品の備蓄に関する提案



④国は外食・中食における情報提供の取り組みを推進する

容器包装された
加工食品に表示
義務（特定原材
料）はあるが、
「外食・中食」には
表示ルールがない

（消費者庁 加工食品の食物アレルギー表示ハンドブック）

「表示のルール作り」消費者庁長官に要望
令和3年（2021年）11月11日、県内患者会ら

消費者庁の取り組み

令和4年度 自主的な対応を促すパンフ発行

調査は昭和大学医学部小児科学講座教授の今井孝成先生が監修

令和5,6年度 自主的な対応を促す動画を作成

（提案⑤）アレルギー表示の正し
い理解広める取り組みが必要

正しく理解していない人が多い

誤食の原因、46％が店舗側のミス



食物アレルギーの原因食物、最近の状況

即時型食物アレルギーによる健康被害に関する全国実態調査報告（消費者庁 令和6年9月）
研究代表者 海老澤 元宏 国立病院機構相模原病院 臨床研究センター
研究協力者 杉崎千鶴子  佐藤さくら 国立病院機構相模原病院 臨床研究センター 今井孝成 昭和大学医学部小児科学講座



停滞していないか？  学校のアレルギー疾患対策
（研修の実施状況）

教職員による投与が進まず、投与遅れが懸念される

市町村では行われていない、県研修会の参加状況は？



停滞していないか？  学校のアレルギー疾患対策

（提案⑥）県・市町村の研修実施状況や事故対応を検証し、課題の検討を


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22

